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(57)【要約】
【課題】接合体の熱膨張又は熱収縮時に接合部分に加わ
る応力を効率的に分散できると共に、接合体外部への接
着部の露出を防止できる異種材料接着構造を提供する。
【解決手段】本発明は、互いに異なる熱膨張率を有する
と共に第１の方向に沿った第１及び第２の接合部材の端
領域が接着剤を含む接着部用いて互いに接合される、異
種材料接着構造に関する。かかる構造では、第１の接合
部材の端領域が、第１の方向に延びる基部と、該基部の
先端から延びるフランジ部とを有するようにＬ字又はＪ
字形状に曲がり、第２の接合部材の端領域が、第１の方
向と交差する第２の方向に延びる基部と、第１の方向に
沿ったフランジ部とを有するように曲がり、接着部が第
１の接合部材におけるＬ字形状の端領域の基部及び第２
の接合部材のフランジ部に挟まれるか、又は第１の接合
部材におけるＪ字形状の端領域の凹状空間内に配置され
た接着部に、第２の接合部材のフランジ部が埋め込まれ
る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに異なる熱膨張率を有する第１及び第２の接合部材を備え、
　該第１及び第２の接合部材が互いに対向した状態で第１の方向に沿って配置されており
、
　前記第１及び第２の接合部材の端領域が接着剤を用いて互いに接合されている、異種材
料接着構造において、
　前記第１の接合部材の端領域が、前記第１の方向に延びる基部と、該基部における前記
第１の方向の先端から突出するフランジ部とを有するようにＬ字形状に曲がっており、
　前記第２の接合部材の端領域が、前記第１の方向と交差する第２の方向に延びる基部と
、前記第１の方向に沿って配置されるフランジ部とを有するように曲がっており、
　前記接着剤を含む接着部が前記第１の接合部材の基部及び前記第２の接合部材のフラン
ジ部に挟まれた状態で、前記第１及び第２の接合部材の端領域が前記接着部によって接合
されている、異種材料接着構造。
【請求項２】
　前記第２の接合部材のフランジ部が、前記第２の接合部材の基部における前記第２の方
向の先端から前記第１の接合部材の基部に沿って延びている、請求項１に記載の異種材料
接着構造。
【請求項３】
　前記第２の接合部材のフランジ部が、前記第２の接合部材における基部の先端から延び
る中央側壁と、該中央側壁の先端から折り返すように湾曲する折り返し区域と、該折り返
し区域の先端から前記第１の接合部材の基部に沿って延びる端側壁とを有するようにＵ字
形状に延びており、
　前記接着部が前記第１の接合部材の基部及び前記第２の接合部材のフランジ部の端側壁
に挟まれた状態で、前記第１及び第２の接合部材の端領域が前記接着部によって接合され
ている、請求項１に記載の異種材料接着構造。
【請求項４】
　前記接着部が、前記第１の接合部材の基部に面する前記第２の接合部材におけるフラン
ジ部の外側面の全体に広がるように配置されている、請求項１～３のいずれか一項に記載
の異種材料接着構造。
【請求項５】
　互いに異なる熱膨張率を有する第１及び第２の接合部材を備え、
　該第１及び第２の接合部材が互いに対向した状態で第１の方向に沿って配置されており
、
　前記第１及び第２の接合部材の端領域が接着剤を用いて互いに接合されている、異種材
料接着構造において、
　前記第１の接合部材の端領域が、前記第１の方向に延びる基部と、該基部における前記
第１の方向の先端からＬ字形状に延びるフランジ部とを有するようにＪ字形状に曲がって
おり、
　前記第２の接合部材の端領域が、前記第１の方向と交差する第２の方向に延びる基部と
、前記第１の方向に沿って配置されるフランジ部とを有するように曲がっており、
　前記第２の接合部材のフランジ部における前記第１の方向の先端区域が、前記第１の接
合部材における基部及びフランジ部により画定される凹状空間の開口を通って該凹状空間
の内部に挿入されており、
　前記接着剤を含む接着部が前記凹状空間に配置され、かつ前記第２の接合部材のフラン
ジ部における先端区域が前記接着部に埋め込まれた状態で、前記第１及び第２の接合部材
の端領域が前記接着部によって接合されている、異種材料接着構造。
【請求項６】
　前記第２の接合部材のフランジ部が、前記第２の接合部材の基部における前記第２の方
向の先端から前記第１の方向に沿って延びている、請求項５に記載の異種材料接着構造。
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【請求項７】
　前記第２の接合部材のフランジ部が、前記第２の接合部材の基部における前記第２の方
向の先端からＵ字形状に延びている、請求項５に記載の異種材料接着構造。
【請求項８】
　前記第２の接合部材の端領域における曲げ部分に複数の切欠部が形成されている、請求
項５～７のいずれか一項に記載の異種材料接着構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、互いに異なる熱膨張率を有する２つの接合部材を接着剤によって接合してい
る異種材料接着構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　各種産業分野にて利用される輸送機械等の機械、装置等の部品に対しては、互いに異な
る熱膨張率を有する２つの接合部材を接着剤によって接合している異種材料接着構造が採
用されることがある。例えば、自動車等の車両の部品、特に、自動車のエンジンフード等
のように広い面積を有する部品には、板金製のインナーパネルとプラスチック製のアウタ
ーパネルとを接着剤によって接合している異種材料接着構造が採用されることがある。
【０００３】
　しかしながら、異種材料接着構造においては、２つの接合部材を接合した接合体が外部
環境の温度変化によって熱膨張又は熱収縮した場合に、２つの接合部材の変形量が相違す
る。この場合、接合部分には、シワ等の形成に起因する応力集中が発生するおそれがあり
、ひいては、接合部分が剥離するおそれがある。そこで、このような応力を分散すべく、
様々な異種材料接着構造が提案されている。
【０００４】
　異種材料接着構造の一例としては、車体後面のバックドア（リヤゲート本体）に沿って
配置されると共に互いに対向する板金製のインナーパネル及びプラスチック製のアウター
パネルを備え、インナーパネルの端領域が、バックドアに沿って延びる基部と、該基部の
長手方向の先端からアウターパネルの端領域に向かって突出するフランジ部（突条部）と
を有するようにＬ字形状に形成され、アウターパネルの端領域が、バックドアに沿って延
びる基部と、該基部の長手方向の先端に位置すると共にインナーパネルの端領域に向かっ
て開口する溝部とを有するように形成されている、異種材料接着構造であって、インナー
パネルのフランジ部が、アウターパネルの溝部にその開口から挿入され、かつ該溝部内に
充填された接着剤から成る接着部（シール部材）に埋め込まれた状態で、インナーパネル
及びアウターパネルの端領域が互いに接合されている、異種材料接着構造が挙げられる。
（例えば、特許文献１を参照。）
【０００５】
　異種材料接着構造の別の一例としては、自動車用フードに沿って配置されると共に互い
に対向する板金製のインナーパネル及びプラスチック製のアウターパネルと、Ｌ字形状の
断面を有する溝部を含むブラケットとを備え、インナーパネルの端領域が、フードに沿っ
て延びる基部と、該基部に対してアウターパネル側にズレて配置される先端部とを有する
ようにクランク形状に形成され、アウターパネルの端領域がフードに沿って延びるように
形成され、ブラケットが、その溝部を車両上方及びインナーパネルの端領域に向けて開口
させるように配置されている、異種材料接着構造であって、ブラケットの上端部が接着剤
によってアウターパネルの端領域に接合され、かつインナーパネルの先端部が、アウター
パネルとブラケットの溝部とにより囲まれた空間にその開口から挿入されると共に、該空
間内に充填された接着剤から成る接着部に埋め込まれた状態で、インナーパネル及びアウ
ターパネルの端領域が互いに接合されている、異種材料接着構造が挙げられる。（例えば
、特許文献２を参照。）
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１３－１４１８７７号公報
【特許文献２】特開２００７－１１８８５２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、異種材料接着構造の一例においては、接合体の熱膨張又は熱収縮時に生
じる２つの接合部材における変形量の差異に基づく荷重によって、インナーパネルの端領
域におけるフランジ部が撓む際に、該フランジ部が接着部から抜けるおそれがある。また
、異種材料接着構造の別の一例においては、上述した荷重によって、アウターパネルの端
領域及びブラケット間の接着が剥がれるおそれがある。そのため、異種材料接着構造は、
上述の荷重を効率的に吸収するという点でさらに改善することを望まれる。
【０００８】
　さらに、異種材料接着構造の一例においては、インナーパネル及びアウターパネルを接
合した接合体の外部に、インナーパネル及びアウターパネル間の接着部が露出する。また
、異種材料接着構造の別の一例においては、インナーパネル、アウターパネル、及びブラ
ケットを接合した接合体の外部に、アウターパネル及びブラケット間の接着部が露出する
。このように接合体の外部に露出した接着部に、接合体を取り扱う作業者等が触れると、
接着部の接着剤が作業者等に付着するおそれがある。そのため、接合体外部への接着部の
露出を防ぐこともまた望まれる。
【０００９】
　本発明は、上記実情を鑑みて成されたものであり、本発明の目的は、接合体が熱膨張又
は熱収縮した時に接合部分に加わる応力を効率的に分散させることができると共に、接合
体外部への接着部の露出を防ぐことができる異種材料接着構造を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　課題を解決するために、本発明の第１又は第２態様に係る異種材料接着構造によれば、
互いに異なる熱膨張率を有する第１及び第２の接合部材を備え、該第１及び第２の接合部
材が互いに対向した状態で第１の方向に沿って配置されており、前記第１及び第２の接合
部材の端領域が接着剤を用いて互いに接合されている、異種材料接着構造において、前記
第１の接合部材の端領域が、前記第１の方向に延びる基部と、該基部における前記第１の
方向の先端から突出するフランジ部とを有するようにＬ字形状に曲がっており、前記第２
の接合部材の端領域が、前記第１の方向と交差する第２の方向に延びる基部と、前記第１
の方向に沿って配置されるフランジ部とを有するように曲がっており、前記接着剤を含む
接着部が、前記第１の接合部材の基部及び前記第２の接合部材のフランジ部に挟まれた状
態で、前記第１及び第２の接合部材の端領域が前記接着部によって接合されている。その
ため、接合体の熱膨張又は熱収縮時に生じる第１及び第２の接合部材における変形量の差
異に起因する荷重を、第２の接合部材における基部の撓みと、第１の接合部材の基部及び
第２の接合部材のフランジ部を接合した接着部の変形とによって効率的に吸収することが
できる。その結果、接合体の熱膨張又は熱収縮時に接合部分に加わる応力を効率的に分散
させることができる。なお、第１の接合部材の熱膨張率が第２の接合部材の熱膨張率より
も大きい場合、特に、第１の接合部材がプラスチック製であり、かつ第２の接合部材が金
属製である場合に、接合体の熱膨張又は熱収縮時に接合部分に加わる応力をさらに効率的
に分散させることができる。さらに、第１及び第２の接合部材を接合する接着部が、第１
の接合部材の基部及びフランジ部、並びに第２の接合部材のフランジ部によって隠れるの
で、接合体外部への接着部の露出を防ぐことができる。すなわち、本発明の第１又は第２
態様に係る異種材料接着構造によれば、接合体が熱膨張又は熱収縮した時に接合部分に加
わる応力を効率的に分散させることができると共に、接合体外部への接着部の露出を防ぐ
ことができる。
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【００１１】
　本発明の第１態様に係る異種材料接着構造によれば、前記第２の接合部材のフランジ部
が、前記第２の接合部材の基部における前記第２の方向の先端から前記第１の接合部材の
基部に沿って延びている。そのため、上述のような第１及び第２の接合部材における変形
量の差異に起因する荷重を、第２の接合部材における基部の撓み及び接着部の変形によっ
てさらに効率的に吸収することができる。
【００１２】
　本発明の第２態様に係る異種材料接着構造によれば、前記第２の接合部材のフランジ部
が、前記第２の接合部材における基部の先端から延びる中央側壁と、該中央側壁の先端か
ら折り返すように湾曲する折り返し区域と、該折り返し区域の先端から前記第１の接合部
材の基部に沿って延びる端側壁とを有するようにＵ字形状に延びており、前記接着部が前
記第１の接合部材の基部及び前記第２の接合部材のフランジ部の端側壁に挟まれた状態で
、前記第１及び第２の接合部材の端領域が前記接着部によって接合されている。そのため
、上述のような第１及び第２の接合部材における変形量の差異に起因する荷重を、第２の
接合部材における基部の撓み及び接着部の変形に加えて、第２の接合部材におけるＵ字形
状のフランジ部の変形によってさらに効率的に吸収することができる。
【００１３】
　本発明の第１又は第２態様に係る異種材料接着構造によれば、前記接着部が、前記第１
の接合部材の基部に面する前記第２の接合部材におけるフランジ部の外側面の全体に広が
るように配置されている。そのため、上述のような第１及び第２の接合部材における変形
量の差異に起因する荷重を、第２の接合部材におけるフランジ部の外側面の全体によって
受け止めることができる。
【００１４】
　課題を解決するために、本発明の第３又は第４態様に係る異種材料接着構造によれば、
互いに異なる熱膨張率を有する第１及び第２の接合部材を備え、該第１及び第２の接合部
材が互いに対向した状態で第１の方向に沿って配置されており、前記第１及び第２の接合
部材の端領域が接着剤を用いて互いに接合されている、異種材料接着構造において、前記
第１の接合部材の端領域が、前記第１の方向に延びる基部と、該基部における前記第１の
方向の先端からＬ字形状に延びるフランジ部とを有するようにＪ字形状に曲がっており、
前記第２の接合部材の端領域が、前記第１の方向と交差する第２の方向に延びる基部と、
前記第１の方向に沿って配置されるフランジ部とを有するように曲がっており、前記第２
の接合部材のフランジ部における前記第１の方向の先端区域が、前記第１の接合部材にお
ける基部及びフランジ部により画定される凹状空間の開口を通って該凹状空間の内部に挿
入されており、前記接着剤を含む接着部が前記凹状空間に配置され、かつ前記第２の接合
部材のフランジ部における先端区域が前記接着部に埋め込まれた状態で、前記第１及び第
２の接合部材の端領域が前記接着部によって接合されている。そのため、接合体の熱膨張
又は熱収縮時に生じる第１及び第２の接合部材における変形量の差異に起因する荷重を、
第１の接合部材におけるＬ字形状のフランジ部の変形と、第２の接合部材における基部の
撓みと、第１の接合部材における凹状空間に配置されると共に第２の接合部材におけるフ
ランジ部の先端区域を埋め込んだ接着部の変形とによって効率的に吸収することができる
。その結果、接合体の熱膨張又は熱収縮時に接合部分に加わる応力を効率的に分散させる
ことができる。なお、第１の接合部材の熱膨張率が第２の接合部材の熱膨張率よりも大き
い場合、特に、第１の接合部材がプラスチック製であり、かつ第２の接合部材が金属製で
ある場合に、接合体の熱膨張又は熱収縮時に接合部分に加わる応力をさらに効率的に分散
させることができる。さらに、第１及び第２の接合部材を接合した接着部が、第１の接合
部材の基部及びフランジ部によって隠れるので、接合体外部への接着部の露出を防ぐこと
ができる。すなわち、本発明の第３又は第４態様に係る異種材料接着構造によれば、接合
体が熱膨張又は熱収縮した時に接合部分に加わる応力を効率的に分散させることができる
と共に、接合体外部への接着部の露出を防ぐことができる。
【００１５】
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　本発明の第３態様に係る異種材料接着構造によれば、前記第２の接合部材のフランジ部
が、前記第２の接合部材の基部における前記第２の方向の先端から前記第１の方向に沿っ
て延びている。そのため、上述のような第１及び第２の接合部材における変形量の差異に
起因する荷重を、第１の接合部材におけるフランジ部の変形、第２の接合部材における基
部の撓み、及び接着部の変形によってさらに効率的に吸収することができる。
【００１６】
　本発明の第４態様に係る異種材料接着構造によれば、前記第２の接合部材のフランジ部
が、前記第２の接合部材の基部における前記第２の方向の先端からＵ字形状に延びている
。そのため、上述のような第１及び第２の接合部材における変形量の差異に起因する荷重
を、第１の接合部材におけるフランジ部の変形、第２の接合部材における基部の撓み、並
びに接着部の変形に加えて、第２の接合部材におけるＵ字形状のフランジ部の変形によっ
てさらに効率的に吸収することができる。
【００１７】
　本発明の第３又は第４態様に係る異種材料接着構造によれば、前記第２の接合部材の端
領域における曲げ部分に複数の切欠部が形成されている。そのため、第２の接合部材の端
領域における曲げ部分の複数の切欠部によって、かかる曲げ部分を形成した際に生じる残
留応力を効率的に分散させることができる。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明の第１～第４態様に係る異種材料接着構造によれば、接合体の熱膨張又は熱収縮
時に接合部分に加わる応力を効率的に分散させることができると共に、接合体外部への接
着部の露出を防ぐことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の第１実施形態に係る異種材料接着構造を含む接合体の端領域を模式的に
示す断面図である。
【図２】本発明の第２実施形態に係る異種材料接着構造を含む接合体の端領域を模式的に
示す断面図である。
【図３】本発明の第３実施形態に係る異種材料接着構造を含む接合体の端領域を模式的に
示す断面図である。
【図４】本発明の第４実施形態に係る異種材料接着構造を含む接合体の端領域を模式的に
示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本発明の第１～第４実施形態に係る異種材料接着構造について以下に説明する。なお、
各実施形態に係る異種材料接合構造は、各種産業分野にて利用される機械、装置等の部品
のような接合体に適用することができる。例えば、かかる接合体は、自動車等の車両の部
品であると好ましく、特に、接合体は、自動車のエンジンフード、バックドア等のように
広い面積を有する部品であると好ましい。
【００２１】
　［第１実施形態］
　本発明の第１実施形態に係る異種材料接着構造を含む接合体について説明する。
【００２２】
　［基本的な構成］
　接合体の構成要素の基本的な構成について説明する。図１に示すように、接合体は、樹
脂を用いて作製された第１の接合部材１と、金属を用いて作製された第２の接合部材２と
を備えており、第１の接合部材１の熱膨張率は第２の接合部材２の熱膨張率よりも高くな
っている。特に、第１の接合部材１は、射出成型によって作製されたプラスチック部材で
あると好ましく、かつ第２の接合部材２は、プレス成型によって作製された板金部材であ
ると好ましい。第１及び第２の接合部材１，２はまた、互いに対向した状態で第１の方向
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（矢印Ａにより示す）に沿って配置されている。このような第１及び第２の接合部材１，
２が、接着剤から成る接着部３を用いて接合される。
【００２３】
　しかしながら、本発明の異種材料接着構造を含む接合体の基本的な構成は、これに限定
されず、次のようになっていてもよい。第１及び第２の接合部材の熱膨張率が異なってい
れば、第１の接合部材１の熱膨張率は第２の接合部材の熱膨張率よりも低くなっていても
よい。また、第１の接合部材が樹脂以外の材料を用いて作製されていてもよく、例えば、
第１の接合部材が金属を用いて作製されていてもよい。第２の接合部材が金属以外の材料
を用いて作製されていてもよく、例えば、第２の接合部材が樹脂を用いて作製されていて
もよい。接着部には、接着剤に加えて、硬化剤等のようなその他の材料、不純物等が含ま
れていてもよい。
【００２４】
　［具体的な構成］
　第１の接合部材１、第２の接合部材２、及び接着部３の具体的な構成について説明する
。図１に示すように、第１の接合部材１の外周縁領域の少なくとも一部である端領域４は
、第１の方向に延びる基部５と、この基部５における第１の方向の先端から突出するフラ
ンジ部６とを有するように略Ｌ字形状に曲がって形成されている。第１の接合部材１にお
ける基部５及びフランジ部６は一体となっている。かかるフランジ部６は、第１の方向に
交差する方向に延びており、特に、フランジ部６は、第１の方向に略直交する方向に延び
ると好ましい。
【００２５】
　第２の接合部材２の外周縁領域の少なくとも一部である端領域７は、第２の方向（矢印
Ｂにより示す）に延びる基部８と、第１の方向に沿って配置されるフランジ部９とを有す
るように略Ｌ字形状に曲がって形成されている。第２の方向は第１の方向と交差しており
、特に、第２の方向は第１の方向と略直交すると好ましい。第２の接合部材２における基
部８及びフランジ部９は一体となっている。かかるフランジ部９は、具体的には、基部８
における第２の方向の先端から第１の接合部材１の基部５に沿って延びている。
【００２６】
　第２の接合部材２におけるフランジ部９の外側面９ａは、第１の接合部材１における基
部５の内側面５ａに面している。また、第２の接合部材２のフランジ部９における第１の
方向の先端区域９ｂは、第１の接合部材１のフランジ部６に対して第１の方向に間隔を空
けている。しかしながら、本発明はこれに限定されず、第２の接合部材におけるフランジ
部の先端区域が、第１の接合部材におけるフランジ部に当接してもよい。
【００２７】
　特に、第２の接合部材２の基部８及びフランジ部９間に位置する端領域７の曲げ部分１
０は湾曲して形成されていると好ましい。湾曲した曲げ部分１０の内周面１０ａには、曲
げ部分１０の内周から外周に向かう方向に凹む複数の切欠部１０ｂが形成されると好まし
い。切欠部１０ｂはまた、第２の接合部材２の外周方向に沿って延びると好ましい。なお
、図１では、２つの切欠部１０ｂのみが示されている。複数の切欠部１０ｂは、湾曲しな
がら延びる曲げ部分１０の周方向に互いに間隔を空けて配置されると好ましい。
【００２８】
　接着部３は、第２の接合部材２におけるフランジ部９の外側面９ａの一部に配置されて
おり、特に、接着部３は、第２の接合部材２におけるフランジ部９の外側面９ａの全体に
広がるように配置されると好ましい。さらに、接着部３は、第１の接合部材１における基
部５の内側面５ａ及び第２の接合部材２におけるフランジ部９の外側面９ａに挟まれてい
る。
【００２９】
　このような接着部３が、第１の接合部材１における基部５の内側面５ａ及び第２の接合
部材２におけるフランジ部９の外側面９ａに接触した状態で、第１及び第２の接合部材１
，２の端領域４，７が接着部３によって接合されることとなる。
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【００３０】
　［作用及び効果］
　以上のように、本実施形態に係る異種材料接着構造によれば、接合体の熱膨張又は熱収
縮時に生じる第１及び第２の接合部材１，２における変形量の差異に起因する荷重を、第
２の接合部材２における基部８の撓みと、第１の接合部材１の基部５及び第２の接合部材
２のフランジ部９を接合した接着部３の変形とによって効率的に吸収することができる。
その結果、接合体の熱膨張又は熱収縮時に接合部分に加わる応力を効率的に分散させるこ
とができる。特に、第１の接合部材１が樹脂を用いて作製され、かつ第２の接合部材２が
金属を用いて作製されているので、接合体の熱膨張又は熱収縮時に接合部分に加わる応力
を効率的に分散させることができる。さらに、第１及び第２の接合部材１，２を接合する
接着部３が、第１の接合部材１の基部５及びフランジ部６、並びに第２の接合部材２のフ
ランジ部９によって隠れるので、接合体外部への接着部３の露出を防ぐことができる。す
なわち、本実施形態に係る異種材料接着構造によれば、接合体が熱膨張又は熱収縮した時
に接合部分に加わる応力を効率的に分散させることができると共に、接合体外部への接着
部３の露出を防ぐことができる。
【００３１】
　本実施形態に係る異種材料接着構造によれば、上述のような第１及び第２の接合部材１
，２における変形量の差異に起因する荷重を、第２の接合部材２における基部８の撓み及
び接着部３の変形によってさらに効率的に吸収することができる。
【００３２】
　本実施形態に係る異種材料接着構造によれば、接着部３が、第２の接合部材２における
フランジ部９の外側面９ａの全体に広がるように配置される場合には、第１の接合部材１
の変形に起因する荷重を、第２の接合部材２におけるフランジ部９の外側面９ａの全体に
よって受け止めることができる。
【００３３】
　［第２実施形態］
　本発明の第２実施形態に係る異種材料接着構造を含む接合体について説明する。
【００３４】
　図２に示すように、本実施形態に係る異種材料接着構造を含む接合体は、第１の接合部
材１と、第２の接合部材１１と、接着部１２とを備えている。本実施形態における第１の
接合部材１の基本的な構成及び具体的な構成が、第１実施形態のものと同様である。本実
施形態における第２の接合部材１１及び接着部１２の基本的な構成はそれぞれ、第１実施
形態における第２の接合部材２及び接着部３の基本的な構成と同様であるが、本実施形態
における第２の接合部材１１及び接着部１２の具体的な構成はそれぞれ、次に述べるよう
に、第１実施形態における第２の接合部材２及び接着部３の具体的な構成とは異なってい
る。
【００３５】
　［具体的な構成］
　第２の接合部材１１及び接着部１２の具体的な構成について説明する。図２に示すよう
に、第２の接合部材１１の外周縁領域の少なくとも一部である端領域１３は、第２の方向
（矢印Ｂにより示す）に延びる基部１４と、第１の方向に沿って配置されるフランジ部１
５とを有するように曲がって形成されている。第２の方向は第１の方向（矢印Ａにより示
す）と交差しており、特に、第２の方向は第１の方向と略直交すると好ましい。第２の接
合部材１１における基部１４及びフランジ部１５は一体となっている。かかるフランジ部
１５は、具体的には、第２の接合部材１１における基部１４の先端から延びる中央側壁１
６と、該中央側壁１６の先端から折り返すように湾曲する折り返し区域１７と、該折り返
し区域１７の先端から第１の接合部材１の基部５に沿って延びる端側壁１８とを有するよ
うに略Ｕ字形状に延びている。
【００３６】
　第２の接合部材１１のフランジ部１５における端側壁１８の外側面１８ａは、第１の接
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合部材１における基部５の内側面５ａに面している。第２の接合部材１１のフランジ部１
５における第１の方向の先端区域、すなわち、折り返し区域１７は、第１の接合部材１の
フランジ部６に対して第１の方向に間隔を空けている。しかしながら、本発明はこれに限
定されず、第２の接合部材におけるフランジ部の折り返し区域は、第１の接合部材におけ
るフランジ部に当接してもよい。
【００３７】
　特に、第２の接合部材１１の基部１４及びフランジ部１５の中央側壁１６間に位置する
端領域１３の曲げ部分１９は湾曲して形成されると好ましい。湾曲した曲げ部分１９の内
周面１９ａには、曲げ部分１９の内周から外周に向かう方向に凹む複数の切欠部１９ｂが
形成されると好ましい。切欠部１９ｂはまた、第２の接合部材１１の外周方向に沿って延
びると好ましい。なお、図２では、２つの切欠部１９ｂのみが示されている。複数の切欠
部１９ｂは、湾曲しながら延びる曲げ部分１９の周方向に互いに間隔を空けて配置される
と好ましい。
【００３８】
　上述のように湾曲して形成された折り返し区域１７もまた、第２の接合部材１１におけ
る端領域１３の曲げ部分に相当する。湾曲した折り返し区域１７の内周面１７ａには、折
り返し区域１７の内周から外周に向かう方向に凹む複数の切欠部１７ｂが形成されると好
ましい。切欠部１７ｂはまた、第２の接合部材１１の外周方向に沿って延びると好ましい
。なお、図２では、２つの切欠部１７ｂのみが示されている。複数の切欠部１７ｂは、湾
曲しながら延びる折り返し区域１７の周方向に互いに間隔を空けて配置されると好ましい
。
【００３９】
　接着部１２は、第２の接合部材１１のフランジ部１５における端側壁１８の外側面１８
ａの一部に配置されており、特に、接着部１２は、第２の接合部材１１のフランジ部１５
における端側壁１８の外側面１８ａの全体に広がるように配置されると好ましい。さらに
、接着部１２は、第１の接合部材１における基部５の内側面５ａ及び第２の接合部材１１
におけるフランジ部１５の端側壁１８の外側面１８ａに挟まれている。
【００４０】
　このような接着部１２が、第１の接合部材１における基部５の内側面５ａ及び第２の接
合部材１１のフランジ部１５における端側壁１８の外側面１８ａに接触した状態で、第１
及び第２の接合部材１，１１の端領域４，１３が接着部１２によって接合している。
【００４１】
　［作用及び効果］
　以上のように、本実施形態に係る異種材料接着構造によれば、第１実施形態の第２の接
合部材２における基部８の撓み及び接着部３の変形に基づく作用及び効果を除いて、第１
実施形態の作用及び効果と同様の作用及び効果を得ることができる。
【００４２】
　さらに、本実施形態に係る異種材料接着構造によれば、接合体の熱膨張又は熱収縮時に
生じる第１及び第２の接合部材１，１１の変形量の差異に起因する荷重を、第２の接合部
材１１における基部１４の撓み及び接着部１２の変形に加えて、第２の接合部材１１にお
ける略Ｕ字形状のフランジ部１５の変形によってさらに効率的に吸収することができる。
【００４３】
　［第３実施形態］
　本発明の第３実施形態に係る異種材料接着構造を含む接合体について説明する。
【００４４】
　図３に示すように、本実施形態に係る異種材料接着構造を含む接合体は、第１の接合部
材２１と、第２の接合部材２２と、接着部２３とを備えている。本実施形態における第１
の接合部材２１、第２の接合部材２２、及び接着部２３の基本的な構成はそれぞれ、第１
実施形態における第１の接合部材１、第２の接合部材２、及び接着部３の基本的な構成と
同様であるが、本実施形態における第１の接合部材２１、第２の接合部材２２、及び接着
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部２３の具体的な構成はそれぞれ、次に述べるように、第１実施形態における第１の接合
部材１、第２の接合部材２、及び接着部３の具体的な構成と異なる。
【００４５】
　［具体的な構成］
　第１の接合部材２１、第２の接合部材２２、及び接着部２３の具体的な構成について説
明する。図３に示すように、第１の接合部材２１の外周縁領域の少なくとも一部である端
領域２４は、第１の方向（矢印Ａにより示す）に延びる基部２５と、この基部２５におけ
る第１の方向の先端から略Ｌ字形状に延びるフランジ部２６とを有するように略Ｊ字形状
に曲がって形成されている。第１の接合部材２１における基部２５及びフランジ部２６は
一体となっている。かかるフランジ部２６は、基部２５の先端から第１の方向に交差する
方向に延びる基端側区域２６ａと、この基端側区域２６ａにおける第１の方向に交差する
方向の先端から延びると共に基部２５に対向する先端側区域２６ｂとを有している。特に
、基端側区域２６ａは、第１の方向に略直交する方向に延びると好ましく、かつ先端側区
域２６ｂは、第１の方向に略平行に延びると好ましい。
【００４６】
　第２の接合部材２２の外周縁領域の少なくとも一部である端領域２７は、第２の方向（
矢印Ｂにより示す）に延びる基部２８と、第１の方向に沿って配置されるフランジ部２９
とを有するように略Ｌ字形状に曲がって形成されている。第２の方向は第１の方向と交差
しており、特に、第２の方向は第１の方向と略直交すると好ましい。第２の接合部材２２
における基部２８及びフランジ部２９は一体となっている。かかるフランジ部２９は、具
体的には、基部２８における第２の方向の先端から第１の方向に沿って延びている。この
ような第１の接合部材２１の端領域２４には、その基部２５及びフランジ部２６により画
定される凹状空間２４ａが形成されている。
【００４７】
　第２の接合部材２２におけるフランジ部２９は、第１の接合部材２１における基部２５
及びフランジ部２６の先端側区域２６ｂと第２の方向に間隔を空けている。しかしながら
、本発明はこれに限定されず、第２の接合部材におけるフランジ部は、第１の接合部材に
おける基部及びフランジ部の先端側区域のいずれか一方に当接してもよい。第２の接合部
材２２のフランジ部２９における第１の方向の先端区域２９ａが、第１の接合部材２１の
凹状空間２４ａの開口を通って凹状空間２４ａの内部に挿入されている。第２の接合部材
２２のフランジ部２９における第１の方向の先端区域２９ａは、第１の接合部材２１にお
けるフランジ部２６の基端側区域２６ａに対して第１の方向に間隔を空けている。しかし
ながら、本発明はこれに限定されず、第２の接合部材におけるフランジ部における第１の
方向の先端区域は、第１の接合部材におけるフランジ部の基端側区域に当接してもよい。
【００４８】
　第２の接合部材２２における基部２８及びフランジ部２９間に位置する端領域２７の曲
げ部分３０は湾曲して形成されている。湾曲した曲げ部分３０の内周面３０ａには、曲げ
部分３０の内周から外周に向かう方向に凹む複数の切欠部３０ｂが形成されている。切欠
部３０ｂはまた、第２の接合部材２２の外周方向に沿って延びている。なお、図３では、
２つの切欠部３０ｂのみが示されている。複数の切欠部３０ｂは、湾曲しながら延びる曲
げ部分３０の周方向に互いに間隔を空けて配置されている。
【００４９】
　接着部２３は、第１の接合部材２１の凹状空間２４ａ内に配置されている。特に、接着
部２３は、凹状空間２４ａの底側部分を占めるように配置されると好ましい。なお、凹状
空間２４ａの底は、その開口に対向し、かつ第１の接合部材２１におけるフランジ部２６
の基端側区域２６ａによって形成される。
【００５０】
　第２の接合部材２２のフランジ部２９における先端区域２９ａは、このような接着部２
３に埋め込まれた状態で、第１及び第２の接合部材２１，２２の端領域２４，２７が接着
部２３によって接合されている。
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【００５１】
　［作用及び効果］
　以上のように、本実施形態に係る異種材料接着構造によれば、接合体の熱膨張又は熱収
縮時に生じる第１及び第２の接合部材２１，２２の変形量の差異に起因する荷重を、第１
の接合部材２１における略Ｌ字形状のフランジ部２６の変形と、第２の接合部材２２にお
ける基部２８の撓みと、第１の接合部材２１における凹状空間２４ａに配置されると共に
第２の接合部材２２におけるフランジ部２９の先端区域２９ａを埋め込んだ接着部２３の
変形とによって効率的に吸収することができる。その結果、接合体の熱膨張又は熱収縮時
に接合部分に加わる応力を効率的に分散させることができる。特に、第１の接合部材２１
がプラスチック製であり、かつ第２の接合部材２２が金属製であるので、接合体の熱膨張
又は熱収縮時に接合部分に加わる応力をさらに効率的に分散させることができる。さらに
、第１及び第２の接合部材２１，２２を接合した接着部２３が、第１の接合部材２１の基
部２５及びフランジ部２６によって隠れるので、接合体外部への接着部２３の露出を防ぐ
ことができる。すなわち、本実施形態に係る異種材料接着構造によれば、接合体が熱膨張
又は熱収縮した時に接合部分に加わる応力を効率的に分散させることができると共に、接
合体外部への接着部２３の露出を防ぐことができる。
【００５２】
　本実施形態に係る異種材料接着構造によれば、上述のような第１及び第２の接合部材２
１，２２の変形量の差異に起因する荷重を、第１の接合部材２１におけるフランジ部２６
の変形、第２の接合部材２２における基部２８の撓み、及び接着部２３の変形によってさ
らに効率的に吸収することができる。
【００５３】
　本実施形態に係る異種材料接着構造によれば、第２の接合部材２２の端領域２７におけ
る曲げ部分３０の複数の切欠部３０ｂによって、かかる曲げ部分３０を形成した際に生じ
る残留応力を効率的に分散させることができる。
【００５４】
　［第４実施形態］
　本発明の第４実施形態に係る異種材料接着構造を含む接合体について説明する。
【００５５】
　図４に示すように、本実施形態に係る異種材料接着構造を含む接合体は、第１の接合部
材２１と、第２の接合部材３１と、接着部２３とを備えている。本実施形態における第１
の接合部材２１及び接着部２３の基本的な構成及び具体的な構成が、第３実施形態のもの
と同様である。本実施形態における第２の接合部材３１の基本的な構成は、第３実施形態
における第２の接合部材２２の基本的な構成と同様であるが、本実施形態における第２の
接合部材３１の具体的な構成はそれぞれ、次に述べるように、第３実施形態における第２
の接合部材２２の具体的な構成と異なる。
【００５６】
　［具体的な構成］
　第２の接合部材３１の具体的な構成について説明する。図４に示すように、第２の接合
部材３１の外周縁領域の少なくとも一部である端領域３２は、第２の方向（矢印Ｂにより
示す）に延びる基部３３と、第１の方向に沿って配置されるフランジ部３４とを有するよ
うに曲がって形成されている。第２の方向は第１の方向（矢印Ａにより示す）と交差して
おり、特に、第２の方向は第１の方向と略直交すると好ましい。第２の接合部材３１にお
ける基部３３及びフランジ部３４は一体となっている。かかるフランジ部３４は、具体的
には、第２の接合部材３１における基部３３の先端から延びる中央側壁３５と、該中央側
壁３５の先端から折り返すように湾曲する折り返し区域３６と、該折り返し区域３６の先
端から第１の方向に沿って延びる端側壁３７とを有するように略Ｕ字形状に延びている。
【００５７】
　第２の接合部材３１におけるフランジ部３４の端側壁３７は、第１の接合部材２１にお
ける基部２５と第２の方向に間隔を空けており、かつ第２の接合部材３１におけるフラン
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ジ部３４の中央側壁３５は、第１の接合部材２１におけるフランジ部２６の先端側区域２
６ｂと第２の方向に間隔を空けている。しかしながら、本発明はこれに限定されず、第２
の接合部材におけるフランジ部の端側壁が、第１の接合部材における基部と当接してもよ
い。また、第２の接合部材３１におけるフランジ部３４の中央側壁３５が、第１の接合部
材２１におけるフランジ部２６の先端側区域２６ｂと当接してもよい。第２の接合部材３
１のフランジ部３４における第１の方向の先端区域、すなわち、折り返し区域３６が、第
１の接合部材２１の凹状空間２４ａの開口を通って凹状空間２４ａの内部に挿入されてい
る。さらに、第２の接合部材３１のフランジ部３４における折り返し区域３６は、第１の
接合部材２１におけるフランジ部２６の基端側区域２６ａに対して第１の方向に間隔を空
けている。しかしながら、本発明はこれに限定されず、第２の接合部材におけるフランジ
部の折り返し区域は、第１の接合部材におけるフランジ部の基端側区域に当接してもよい
。
【００５８】
　第２の接合部材３１における基部３３及びフランジ部３４の中央側壁３５間に位置する
端領域３２の曲げ部分３８は湾曲して形成されている。湾曲した曲げ部分３８の内周面３
８ａには、曲げ部分３８の内周から外周に向かう方向に凹む複数の切欠部３８ｂが形成さ
れている。切欠部３８ｂはまた、第２の接合部材３１の外周方向に沿って延びている。な
お、図４では、２つの切欠部３８ｂのみが示されている。複数の切欠部３８ｂは、湾曲し
ながら延びる曲げ部分３８の周方向に互いに間隔を空けて配置されている。
【００５９】
　上述のように湾曲して形成された折り返し区域３６もまた、第２の接合部材３１におけ
る端領域３２の曲げ部分に相当する。湾曲した折り返し区域３６の内周面３６ａには、折
り返し区域３６の内周から外周に向かう方向に凹む複数の切欠部３６ｂが形成されている
。切欠部３６ｂはまた、第２の接合部材３１の外周方向に沿って延びている。なお、図５
では、２つの切欠部３６ｂのみが示されている。複数の切欠部３６ｂは、湾曲しながら延
びる折り返し区域３６の周方向に互いに間隔を空けて配置されている。
【００６０】
　第２の接合部材３１のフランジ部３４における折り返し区域３６が、このような接着部
２３に埋め込まれた状態で、第１及び第２の接合部材２１，３１の端領域２４，３２が接
着部２３によって接合されている。
【００６１】
　［作用及び効果］
　以上のように、本実施形態に係る異種材料接着構造によれば、第３実施形態の第１の接
合部材２１におけるフランジ部２６の変形、第２の接合部材２２における基部２８の撓み
、及び接着部２３の変形に基づく作用及び効果を除いて、第３実施形態の作用及び効果と
同様の作用及び効果を得ることができる。
【００６２】
　さらに、本実施形態に係る異種材料接着構造によれば、接合体の熱膨張又は熱収縮時に
生じる第１及び第２の接合部材２１，３１の変形量の差異に起因する荷重を、第１の接合
部材２１におけるフランジ部２６の変形、第２の接合部材３１における基部３３の撓み、
並びに接着部２３の変形に加えて、第２の接合部材３１における略Ｕ字形状のフランジ部
３４の変形によってさらに効率的に吸収することができる。
【００６３】
　ここまで本発明の実施形態について説明したが、本発明は上述の実施形態に限定される
ものではなく、本発明は、その技術的思想に基づいて変形及び変更可能である。
【符号の説明】
【００６４】
　１　第１の接合部材、２　第２の接合部材、３　接着部、４　端領域、５　基部、６　
フランジ部、７　端領域、８　基部、９　フランジ部、９ａ　外側面、９ｂ　先端区域、
１０　曲げ部分、１０ｂ　切欠部
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　１１　第２の接合部材、１２　接着部、１３　端領域、１４　基部、１５　フランジ部
、１６　中央側壁、１７　折り返し区域、１７ｂ　切欠部、１８　端側壁、１８ａ　外側
面、１９　曲げ部分、１９ｂ　切欠部
　２１　第１の接合部材、２２　第２の接合部材、２３　接着部、２４　端領域、２４ａ
　凹状空間、２５　基部、２６　フランジ部、２７　端領域、２８　基部、２９　フラン
ジ部、２９ａ　先端区域、３０　曲げ部分、３０ｂ　切欠部
　３１　第２の接合部材、３２　端領域、３３　基部、３４　フランジ部、３６　折り返
し区域、３６ｂ　切欠部、３８　曲げ部分、３８ｂ　切欠部
　Ａ，Ｂ　矢印

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】
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